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地
方
公
共
団
体
の
会
計
で
は
、
1

年
間
に
ど
の
よ
う
な
収
入
が
あ
り
、

何
に
い
く
ら
使
っ
た
の
か
を
明
ら
か

に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
こ
の
方
法
で
は
、
現
在

ど
れ
だ
け
の
資
産
が
あ
り
ど
れ
だ
け

の
負
債
が
あ
る
の
か
分
か
り
に
く
い

も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
行
政
活
動
の
多
様
化
・
厳
し
い
財

政
状
況
を
背
景
と
し
て
財
政
状
況
な

ど
に
関
す
る
情
報
を
開
示
す
る
と
と

（単位：千円）■経常行政コスト（消費）の部

支払利息・
そのほか議会・総務消防産業振興福祉・

環境衛生教育生活インフ
ラ・国土保全

総額

0 2,617,737 83,927 193,559 1,486,218 1,071,880 317,156 5,770,477 １．人にかかるコスト
0 1,345,267 122,938 318,627 1,367,865 3,173,290 2,428,535 8,756,522 ２．物にかかるコスト
0 272,641 1,622,586 273,240 7,880,518 189,442 269,834 10,508,261 ３．支出移転的なコスト

644,659 0 0 0 0 0 0 644,659 ４．その他のコスト
644,659 4,235,645 1,829,451 785,426 10,734,601 4,434,612 3,015,525 25,679,919 ５．経常行政コスト計  Ａ

行政サービスの担い手である職員にかかるものです。給与費や退職給与引当金の増加額などが含まれています。１．人にかかるコスト　：

地方公共団体が最終消費者となっているものです。
物件費、施設の維持管理費、減価償却費（※）などが含まれています。
※減価償却費…有形固定資産が時の経過で、損耗磨耗などにより価値が減少したと認められる額。

２．物にかかるコスト　：

他の主体に移転して効果が出る（消費される）ものです。
生活保護などのように、被扶助者に支給されるものや、各種の負担金や補助金、一般会計から
他の会計への繰出金などが含まれています。

３．支出移転的なコスト：

上記以外のもので、コストの発生として処理すべきものです。
市の借金の支払い利息や、時効などで徴収できなかった税金、使用料、手数料などです。

４．その他のコスト　　：

（単位：千円）■経常収益の部

支払利息・
そのほか議会・総務消防産業振興福祉・

環境衛生教育生活インフ
ラ・国土保全

総額

56,812 41,373 5 51 278,894 35,849 25,885 438,869 １．使用料・手数料　　　Ｂ
0 222 0 0 160,459 164 30,242 191,087 ２．分担・負担・寄附金   Ｃ

56,812 41,595 5 51 439,353 36,013 56,127 629,956 ３．経常収益合計（Ｂ＋Ｃ）Ｄ

587,847 4,194,050 1,829,446 785,375 10,295,248 4,398,599 2,959,398 25,049,963 ４．（差引）純経常行政コスト 
　　　　　　　　　Ａ－Ｄ

平成25年3月31日現在（単位：千円）
貸　　　　方借　　　　方

市民一人当たり全　体〔負債の部〕市民一人当たり全　体〔資産の部〕
１．固定負債1．公共資産

22220,514,374　茨地方債　茨有形固定資産
　芋長期未払金75970,235,474　　①生活インフラ・国土保全

1019,384,984　　臼物件の購入等80174,075,071　　②教育
00　　渦債務保証又は損失補償615,612,667　　③福祉
8704,579　　嘘その他161,497,049　　④環境衛生

10910,089,563　長期未払金計201,818,520　　⑤産業振興
605,602,933　鰯退職手当引当金131,221,627　　⑥消防
00　允損失補償等引当金1039,555,057　　⑦総務

39136,206,870　固　定　負　債　合　計1，773164,015,465有形固定資産合計
2181,302　芋売却可能資産
２．流動負債1，775164,196,767公　共　資　産　合　計

272,468,093　茨翌年度償還予定地方債
00　芋短期借入金（翌年度繰上充用金）2．投資等
111,012,437　鰯未払金　茨投資及び出資金
00　允翌年度支払予定退職手当242,254,268　　①投資及び出資金
4349,625　印賞与引当金00　　②投資損失引当金
423,830,155流 動 負 債 合 計242,254,268投資及び出資金計

00　芋貸付金
43340,037,025負 債 合 計　鰯基金等

00　　①退職手当目的基金
403,682,052　　②その他特定目的基金
〔純資産の部〕1100,000　　③土地開発基金

30127,866,576１公共資産等整備国県補助金等020,000　　④その他の定額運用基金
312,880,339　　⑤退職手当組合積立金

1,329122,916,539２公共資産等整備一般財源等726,682,391基金等計
8709,795　允長期延滞債権

△89△8,214,507３その他一般財源等△2△157,521　印回収不能見込額
1029,488,933投 資 等 合 計

1137,772４資産評価差額
3．流動資産

1，975142,706,377純 資 産 合 計　茨現金預金
686,291,561　　①財政調整基金
2197,800　　②減債基金
262,397,143　　③歳計現金
968,886,504現金預金計

　芋未収金
3208,928　　①地方税
010,156　　②その他

△1△47,886　　③回収不能見込額
2171,198未収金計
989,057,702流 動 資 産 合 計

1,542182,743,402負 債 ・ 純 資 産 合 計1,975182,743,402資 産 合 計
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基
準
日
ま
で
に

徴
収
で
き
な
か
っ

た
税
金
な
ど

　
年
度
間
の
財
源
を
平
準
化
す
る

た
め
の
基
金
や
将
来
の
市
債
償
還

に
充
て
る
た
め
の
基
金
な
ど
で
、

年
度
末
の
歳
計
現
金
も
含
む

　
ま
ち
づ
く
り
な

ど
特
定
の
目
的
に

使
用
す
る
基
金

　
水
道
事
業
な
ど
へ
の

出
資
金
や
信
用
保
証
協

会
な
ど
へ
の
出
捐
金

　
有
形
固
定
資
産
の
う
ち
換

価
性
の
高
い
土
地
や
建
物
で
、

今
回
の
改
訂
モ
デ
ル
で
新
た

に
加
わ
っ
た
項
目

　
市
が
所
有
す
る
土
地
・
建
物
な

ど
の
資
産
を
地
方
財
政
状
況
調
査

の
デ
ー
タ
に
基
づ
き
、
行
政
目
的

別
に
区
分
表
示
し
た
も
の

　
市
債
の
う
ち
、
翌
々
年
度

（
平
成
　
年
度
）
以
降
償
還

26

が
予
定
さ
れ
て
い
る
元
金

　
年
度
末
に
在
職
す
る
特

別
職
を
含
む
全
職
員
が
普

通
退
職
す
る
場
合
に
必
要

な
退
職
手
当
推
計
額

　
市
債
の
う
ち
、
翌
年

度
（
平
成
　
年
度
）
中

25

の
償
還
予
定
元
金

　
こ
れ
ま
で
に
形
成
さ

れ
た
資
産
の
う
ち
、
今

後
返
済
が
必
要
な
金
額

　
借
方
に
「
売
却
可
能
資
産
」

が
加
わ
っ
た
こ
と
に
伴
う
変
動

額
や
寄
附
な
ど
に
よ
り
無
償
で

受
贈
し
た
場
合
の
評
価
差
額

　
こ
れ
ま
で
に
形
成
さ
れ
た
資
産

の
う
ち
、
す
で
に
負
担
し
た
金
額
。

旧
モ
デ
ル
で
は
、「
正
味
資
産
の

部
」
と
表
記
し
て
い
ま
し
た

新
地
方
公
会
計
制
度
に
基
づ

 新
地
方
公
会
計
制
度
に
基
づ
くく
財
務
諸
表

財
務
諸
表

バランスシートの見方
　この表では、左側（借方）に市が保有して
いる土地・建物・預金などの「資産」を示し、
右側（貸方）にその資産を形成したために、
将来の世代が負担し今後支払いが必要となる
もの「負債」と、これまでの世代がすでに負
担し支払いの必要がないもの「純資産」がい
くらあるかが示されています。

行政コスト計算書とは
　1年間の行政活動のうち福
祉サービスやごみの収集のよ
うに「資産の形成につながら
ない行政サービスに要する経
費（経常行政コスト）」と「そ
の行政サービスの対価として
得られた財源（経常収益）」を
対比させた財政書類です。

負債負債・・
純資純資産産
198万198万円円

資資産産
198万198万円円

マイホームローン残高なマイホームローン残高などど
<負債<負債>>
43万円（21.9％43万円（21.9％））

マイホームや土地の取得マイホームや土地の取得なな
ど、資産形成にあたってど、資産形成にあたって自自
分で用意した自己資分で用意した自己資金金
<純資産<純資産>>
154万円（78.1％154万円（78.1％））

マイホームの土地・建マイホームの土地・建物物
<公共資産<公共資産>>
178万178万円円（89.8％（89.8％））

株式などの投機資株式などの投機資産産
や使いみちを決めや使いみちを決めてて
ある定期預金なある定期預金などど
<投資等<投資等>>
10万10万円円（5.2％（5.2％））

現金や預金な現金や預金などど
<流動資産<流動資産>>
10万10万円円（5.0％（5.0％））

平
成
　
年
度
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を

24

　
市
民
一
人
当
た
り
の
家
計
に

　
　
置
き
換
え
る
と

(注)市民一人当
たりの額は、平
成25年3月31日
現在の住民基本台
帳 人 口（92,489
人）で各項目を除
し、四捨五入した
ものです。このた
め、合計欄が表内
の計算結果と一致
しないことがあり
ます。

も
に
、
財
政
活
動
を
よ
り
効
率
化
し

て
い
く
た
め
の
財
務
情
報
を
充
実
さ

せ
る
た
め
、
国
は
新
た
な
モ
デ
ル
に

基
づ
く
財
務
書
類
の
段
階
的
整
備
を

進
め
て
き
ま
し
た
。

　
平
成
　
年
に
総
務
省
か
ら
「
地
方

18

公
共
団
体
に
お
け
る
行
政
改
革
の
更

な
る
推
進
の
た
め
の
指
針
（
地
方
行

革
新
指
針
）」
が
出
さ
れ
「
貸
借
対
照

表
」、「
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
」、「
資

金
収
支
計
算
書
」、「
純
資
産
変
動
計

算
書
」
の
財
務
書
類
4
表
を
、
整
備

す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　
市
で
は
、
こ
の
指
針
に
基
づ
き
財

務
諸
表
を
作
成
し
、
当
該
年
度
の
決

算
と
と
も
に
公
開
し
て
い
ま
す
。

　
今
回
、
平
成
　
年
度
決
算
に
基
づ

24

き
作
成
し
た
財
務
書
類
4
表
の
内
、

貸
借
対
照
表
と
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

を
掲
載
。

　
4
ペ
ー
ジ
の
決
算
お
よ
び
健
全
化

判
断
比
率
な
ど
と
併
せ
、
市
の
財
政

状
況
を
市
民
の
み
な
さ
ん
に
知
っ
て

い
た
だ
く
資
料
と
な
り
ま
す
。

財
務
4
表
と

財
務
4
表
と
はは

◆
貸
借
対
照
表（
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
）

　
会
計
年
度
末
（
3
月
　
日
）
時
点

31

（
た
だ
し
出
納
整
理
期
間
中
の
増
減

を
含
む
）
に
お
け
る
資
産
や
債
務
に

関
す
る
情
報
を
表
す
も
の
で
す
。

　
表
の
構
成
は
左
側
に
資
産
を
表
示

し
、
右
側
に
負
債
お
よ
び
資
産
と
負

債
の
差
額
で
あ
る
純
資
産
を
計
上
し

て
い
ま
す
。

　
表
左
側
の
資
産
合
計
と
右
側
の
負

債
合
計
が
一
致
し
、
バ
ラ
ン
ス
が
取

れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
バ
ラ
ン
ス

シ
ー
ト
と
も
よ
ば
れ
て
い
ま
す
。

◆
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
（
損
益
計
算

書
）
　
経
常
的
な
活
動
に
伴
う
コ
ス
ト
と

使
用
料
・
手
数
料
な
ど
の
収
入
を
表

す
も
の
で
す
。
コ
ス
ト
の
面
で
は
、

人
件
費
な
ど
の
人
に
か
か
る
コ
ス
ト
、

物
件
費
な
ど
の
物
に
か
か
る
コ
ス
ト

と
い
っ
た
区
分
を
設
け
て
い
ま
す
。

　
経
常
費
用
合
計
か
ら
経
常
収
益
合

計
を
差
し
引
い
た
も
の
が
、
当
該
年

度
の
純
経
常
行
政
コ
ス
ト
で
す
。

◆
資
金
収
支
計
算
書
（
キ
ャ
ッ
シ
ュ

フ
ロ
ー
計
算
書
）

　
現
金
の
流
れ
を
示
す
も
の
で
あ
り
、

そ
の
収
支
を
性
質
に
応
じ
て
、
経
常

的
収
支
、
公
共
資
産
整
備
収
支
、
投

資
・
財
務
的
収
支
な
ど
と
区
分
し
て

表
示
す
る
こ
と
で
、
ど
の
よ
う
な
活

動
に
資
金
を
必
要
と
し
て
い
る
か
を

表
示
し
て
い
ま
す
。

◆
純
資
産
変
動
計
算
書

　
純
資
産
（
資
産
か
ら
負
債
を
引
い

た
残
余
）
が
、
一
会
計
期
間
に
ど
の

よ
う
に
増
減
し
た
か
を
明
ら
か
に
す

る
も
の
で
あ
り
、
総
額
と
し
て
の
純

資
産
の
変
動
に
加
え
、
そ
れ
が
ど
の

よ
う
な
財
源
や
要
因
で
増
減
し
た
か

の
情
報
を
表
示
し
て
い
ま
す
（
新
地

方
公
会
計
制
度
に
よ
り
新
し
く
追
加

さ
れ
た
財
務
諸
表
で
す
）。

※
資
金
収
支
計
算
書
と
純
資
産
変
動

計
算
書
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
行

政
情
報
→
財
政
→
財
務
諸
表
）
を
ご

覧
く
だ
さ
い
。

※
詳
し
く
は
左
記
ま
で

■問 
会
計
課
出
納
班（
緯
内
線
2
0
2
）。

（５）平成２５年（２０１３）１２月１日号


